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私たちが未来を変える～安心社会に向けて ～

I. 情勢認識と課題

1. 私たちを取り巻ぐ情勢

私たちは今、 末来を左右する大きな変化に直面している。
人口減少と超少子高齢化が急速に進み、すでに顕在化している労働力不足への対応

のみならず、社会保障制度と地域社会の持続可能性を確保することが大きな課題とな
っている。 高齢化によって社会保障ニ ー ズは高まっていくが、支え手となる生産年齢

人口は減少していく。 地域社会が有する支え合い機能への期待も増しているが、 高齢
化と過疎化、 人口の地域偏在がさらに顕著となれば、地域の支え合いどころか地域社
会の持続可能性が脅かされていく。

また、 AIやIo Tなど第4次産業革命と言われる技術革新の進展により、 経済効

果と生活者の利便性向上などが期待される一方で、いわゆる「曖昧な雇用※ 1
」の増加

なども指摘されている。 こうした光と影を見据えつつ、多様な就労者に対する法的保
護の推進や人的投資の促進など、人が中心となった技術革新への道しるべを明らかに
していくことが急務となっている。

経済・金融などのグロ ーバル化が進行している。 世界の情報や富が一部の限られた

巨大デジタルプラットフォ ーマ ーに集中し、 影響力を強めている。 また、 国家間の次

世代技術に関する覇権争いや、米中貿易をはじめとする保護主義の台頭など経済や安

全保障をめぐる対立が、 世界秩序をより不安定なものにしている。
不安定な雇用や格差の拡大、 貧困の固定化・連鎖、 生活と仕事のバランスがとれな

い働き方・働かせ方、 ハラスメントや人権にかかわる課題、 地域を支える中小・地場

産業の疲弊など、 深刻な問題は依然として解消されていない。
政治には、こうした不安を抱えながら日々働き、くらしている国民と正面から向き

合い、 それに応える長期展望を示すこと、 そして多様な意見に耳を傾けながら社会的
合意形成をはかることが求められる。 しかしながら、 今の政治状況をみると、 短期的

な弥縫策の積み上げと政局優先の状況に終始していると言わざるを得ない。
私たちに与えられた時間は決して長くない。 いま 一番大事なことは、 すべての働く

者・生活者が安心して働き、 くらしていくことのできる社会をめざして、 誰もが共有

できる将来ビジョンを描き、 その実現に向けて社会を動かしていくことである。

※ l 曖昧な雇用

事実上、従属的雇用関係にありながら、法規定の解釈やその適用に、法律に不備や空白があって、 そ

の狭間に置かれるような労働者が存在する。 これを曖昧な雇用と呼んでいる。 ディ ーセント ・ ワ ー ク

（働きがいのある人間らしい仕事）が欠如されることのないよう、 就労実態から労働者性が認められ

る場合には労働関係の保護が受けられるようにすべきであるし、 法律の不備や空白がある場合には、

その隙間を埋める努力をしなければならない。














































